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Ⅰ．調査研究の概要 

１． 調査研究の背景・目的 

介護保険施設に入所（または短期入所）する要介護者の居住費・食費の一部を補助する「補足給付」

制度に関しては、平成 22 年度の社会保障審議会介護保険部会（11 月 30 日とりまとめ）で「介護保険

制度の見直しに関する意見」として問題提起がなされて以降、様々な指摘と議論がなされてきた。その

結果､平成 25 年 12 月 20 日「介護保険部会意見書」において､換金しやすい預貯金等とそれが容易では

ない不動産とを分けて整理し、一定額以上の預貯金等がある入所（希望）者は補足給付の対象外とする

方向が示され、翌年 4 月施行の制度改正に反映されることとなった。 

その際、預貯金等の基準としては、「単身で 1,000 万円超、夫婦世帯で 2,000 万円超」とされ、補足

給付を受給するための「限度額認定申請」を行う際に、通帳等の写しを添付し、必要に応じて保険者が

金融機関へ照会する仕組みが導入された。 

このときの基準は、高齢者の所得と資産の保有実態等を既存調査・統計等から検討し、かつ、介護老人

福祉施設の平均入所期間を加味して入所者の生活や介護保険財政への影響を加味して設定されたもので

はあるが、今般、平成 30 年 10 月 9 日の財政制度等審議会でこの預貯金等の基準額は統計調査における高

齢者の貯蓄分布の中央値（男性単身 920 万円、単身女性 830 万円、２人以上世帯 1,560 万円）以上の

水準であるとの指摘がなされている。 

こうしたことを踏まえ、昨年度の調査研究事業である平成 30 年度老人保健事業推進費等補助金（老

人保健健康増進等事業分）「介護施設におけるサービス利用者に関する調査研究」では、介護老人福祉

施設等の介護保険施設への入所を希望し、限度額認定申請を行った者が提示した預貯金等について、各

保険者が保有するデータからの実態の把握と、「介護サービス施設・事業所調査」の利用者個票データを

用いて平均入所期間の算出を行った。 

昨年度の負担限度額認定申請者の預貯金等の額の実態調査では、限度額認定申請を行った者の預貯

金等の金額の分布は、基準額の 50%未満（単身者 500 万円未満、夫婦世帯 1,000 万円未満）が、申請

全体の約 85％を占め、以降は基準額まで均等に増加する形であることが明らかになったが、基準額の

50%未満の分布についてはひとまとめとして収集したため、詳細を把握することができなかった。 

また、介護老人福祉施設入所者の平均的な入所期間の推定にあたって、調査方法は、①保険者が保有

する入退所者の情報を収集して分析する方法と、②既存統計（介護サービス施設・事業所調査）の利用

者個票データの提供を受け、保険数理計算にて算出する方法が考えられる。昨年度の調査では、②の既

存統計のデータを用い、特養入所者（在所者）の９割の人が入所している平均期間は、男性 10.9 年、女

性 13.9 年という結果を得た。しかしながら、全国の特養利用者の情報を網羅的に収集することができ

た一方で、既存統計のデータでは入所時の要介護度データを保有しておらず、退所者情報が調査期間中

の毎年 1 か月分のデータからの算出であったため、推定値の信頼性については確認が取れていなかっ

た。 

本年度調査研究事業では、補足給付制度の預貯金額等の要件として設定された基準額の妥当性を評

価することができるように、介護保険施設への入所を希望し、限度額認定申請を行った者が提示した預

貯金等について、昨年度調査にて全体の 85%を占める預貯金額が基準額の 50%未満（単身者 500 万円

未満、夫婦世帯で 1,000 万円未満）の申請も含めた預貯金額等の実態の把握を行った。また、各保険者

が保有する入所時の要介護度を含め、一定期間の毎月の入退所者の情報を取得することにより介護老

人福祉施設入所者の平均入所期間の算出を行い、推定値の信頼性の向上を図った。 
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Ⅱ．負担限度額認定申請者の預貯金等の額の実態把握 

１． 分析の目的 

１） 昨年度調査研究の結果と課題 

平成 30 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）「介護施設におけるサービ

ス利用者に関する調査研究」では、限度額認定申請を行った者の預貯金等の金額の分布は、単身の場合

は 500 万円未満、夫婦世帯の場合は 1,000 万円未満が、申請全体の約 85％を占め、以降、基準額とな

る単身 1,000 万円、夫婦世帯 2,000 万円まで 50 万円毎の区切りで見ると、均等に増加する形であるこ

とが明らかになった。 

上記の傾向は、入所施設別、要介護度別にみても大きな違いは見られなかったが、年齢別、男女別、

負担段階別については、以下のような特徴が見られた。 

➢ 申請時の年齢別にみると、単身で 500 万円未満、夫婦世帯で 1,000 万円未満の割合にばらつき

は見られるが、特定の傾向（年齢が高いほどこの割合が高い／低い等）は見られていない。 

➢ 男女別にみると、夫婦世帯では差が見られないが、単身の場合、500 万円未満の占める割合は男

性（約 90％）の方が女性（約 85%）より高い傾向が見られた。 

➢ 負担段階別にみると、第四段階から第一段階に向けて単身 500 万円未満、夫婦世帯 1,000 万円未

満の割合が高まる傾向が見られた。特に、第一段階では、ほぼ 100％が単身 500 万円未満、夫婦

世帯 1,000 万円未満であった。 

ただし、単身 500 万円未満、夫婦世帯 1,000 万円未満についてはひとまとまりで調査・分析を行っ

たため、申請全体の約 85%の内訳を把握できなかったことが課題となった。 

 

２） 本年度調査研究の目的 

本年度は昨年度調査研究の結果と課題を踏まえ、負担限度額認定申請者の申請時の預貯金等の分布の

うち、特に預貯金額の低額な層（単身 0 円以上～500 万円未満、夫婦世帯 0 円以上～1,000 万円未満）

の分布を把握するために実施する。 

昨年度調査および本年度調査で収集したデータをもとに、再度分析を行うことにより、申請全体の分

布の実態把握が可能となる。 
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２． 調査・分析の方法 

１） 調査対象 

昨年度調査研究では、政令指定都市 20 市、中核市 54 市、特別区 23 区の合計 97 保険者に対して

データ保有状況に関する調査を実施した。 

そのうち限度額認定申請時に提示された預貯金等の金額を電子データで保有している 26保険者に預

貯金等の分布状況に関するデータ提供を依頼した。（集計・分析対象は、上記の調査対象のうち平成 31

年３月 22 日までに集計データを提供した 23 保険者）また、昨年度調査終了後、預貯金額等の金額を

電子データで保有しており調査協力可能な旨、1 保険者から回答があった。 

上記経緯を踏まえ、本年度調査では昨年度の調査対象保険者に 1 保険者を追加した、合計 27 保険者

を調査対象とした。 

図表 調査対象保険者、分析対象保険者 

（本年度の分析対象保険者については後述） 

 

 

２） 調査内容 

調査対象保険者に対して、以下のような形態で介護保険負担限度額認定申請を行った者の預貯金額に

関する情報提供を依頼した。 

 

＜集計するデータ＞ 

昨年度調査研究と同様に、預貯金等*1に関する要件が追加された平成 27 年 8 月以降に提出された、平

成 30 年度分までの介護保険負担限度額認定申請の申請件数を集計対象とした。ただし、預貯金等をデー

タ化していない期間は除く。 

申請者が単身か否かによって負担限度額認定の資産要件が異なるため、申請件数は「単身」「夫婦世帯」

「単身／夫婦世帯の区分不詳」に分けて集計することとした。 

 

 

 

 

                                                   

*1 介護保険負担限度額認定申請の資産要件である、預貯金・有価証券・投資信託・負債・タンス預金等を含む合計額を指す。 

対象 97

依頼先 26

提供あり 23

対象 23

対象 27

提供あり 17

対象 15

後日回答あり 1

提供なし 4

対象外 4

提供なし 6

対象外 8

提供あり 4

対象 1 対象外 2

対象 1

調査対象

データ依頼

データ提供

分析対象

調査対象

(データ依頼 )

データ提供

分析対象

平成30年度調査

令和元年度調査

N=26

N=97

N=23

N=23

N=27

N=21

N=17

（N：保険者数）
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＜預貯金額の区切り＞ 

昨年度調査研究では、資産要件の半分にあたる金額以上（単身 500 万円以上、夫婦世帯 1,000 万円以

上）を 50 万円単位で、それより低い金額は一区分として分布を調査した。 

一方で本年度は、預貯金額が低額な者の実態を調査すべく、単身の 0 円以上 500 万円未満、夫婦世

帯の 0 円以上 1,000 万円未満の申請を 50 万円単位で調査した。 

なお、昨年度調査で期限内にデータ提供のなかった 3 保険者と、昨年度の調査対象でなかった 1 保

険者の合計 4 保険者に対しては、昨年度調査の区切りでも集計を依頼した。 

＜集計項目＞ 

昨年度調査研究と同様に、介護保険負担限度額認定の申請件数（単身／夫婦世帯別総数）に加えて、下

記５つの項目別に預貯金等の内訳データの提供を依頼した。ただし、５項目のうち各保険者が電子デー

タ化していない項目は除く。 

 性別  申請時の要介護度 

 申請時の年齢  申請時の利用者負担段階 

 入所施設の種類*2  

 

図表 保険者に提出を依頼した集計表（概略図） 

 

 

３） 調査期間 

令和元年６月６日～９月６日 

                                                   

*2 申請時に入所している施設、又は申請時に入所していないが入所が決まっている施設を指す。「介護老人福祉施設（地域密

着型を含む）」「介護老人保健施設」「介護療養型医療施設」「短期入所生活介護・短期入所療養介護(計)」「施設区分不詳」の

５分類とした。 

単身／夫婦の区分不詳 単身 夫婦

合計 500万円未満 … 1000万円以
上

合計 500万円未満 … 1000万円
以上

合計 1000万円
未満

… 1000万円
以上

全施設区分合計 総計（回答必須）

要介護度 要支援１

要支援２

…

年齢 40－64歳

65－69歳

…

性別 男性

女性

負担段階 第一段階

第二段階

…

介護老人福祉施設
（地域密着型を含む）

合計

… …

介護老人保健施設 合計

… …

介護療養型医療施設（介護
医療院）

合計

… …

短期入所生活介護・
短期入所療養介護 計

合計

… …

施設区分不詳 合計

… …
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４） 分析内容 

単身と夫婦世帯それぞれについて、申請件数全体の傾向（年度別の推移、合計）と、属性情報（入所

施設、年齢、性別、要介護度、負担段階）別の内訳について分布を作成し、分析を行う。 

 

５） 回答のあった保険者数（N）の取扱い 

保険者によって預貯金等の分布に大きな傾向の差異は見られなかった。そのため、分析に十分なデータ

量を確保する観点から、保険者を類型化して集計するのではなく、すべての保険者の申請件数を合算して

分析を行うこととした。また、各保険者が把握しているデータを最大限に活用するため、申請件数（総数）

は提供必須としつつ、属性項目別の内訳も可能な範囲での提供を依頼した。 

これに伴い、属性項目別の分析は項目ごとに回答のあった保険者数（N）が異なるため、それぞれの

図表にはその数を補記した。 

ただし、昨年度調査との整合が取れないデータについては以下の通り取扱う。 

＜昨年度調査との整合が取れないデータ＞ 

昨年度調査では資産要件の半分にあたる金額以上（単身 500 万円以上、夫婦世帯 1,000 万円以上）

を、本年度調査では資産要件の半分未満（単身 500 万円未満、夫婦世帯 1,000 万円未満）を、それぞ

れ 50 万円単位で区切り、分布を調査した。 

集計対象データや集計項目は昨年度・本年度調査ともに同じであるため、本来であればデータの件数

が一致する。しかし、保険者の担当者の人事異動や集計方法の見直し等により、データの整合が取れな

い場合があった。 

本調査においては、昨年度・本年度調査の受領データを統合して、預貯金額等の分布を詳細に把握す

ることが目的であるため、整合が取れず統合すべきでないデータは集計・分析の対象外とした。 

 

６） 限度額認定申請件数（n）の取扱い 

属性項目別の分析は、項目ごとに対象保険者数が異なることに伴い、分析対象となる限度額認定申請

件数も異なる。そのため、それぞれの図表には限度額認定申請件数（n）を補記した。 

また、一部データは以下の取扱い方針に基づき、対象外とした。 

＜単身／夫婦の区分不詳のデータ＞ 

生活保護受給者や旧措置者など一部の申請者については配偶者の有無を確認していない場合がある。

また、保険者の業務担当者が配偶者の有無を正しくデータ化できていない場合もある。このように預貯金

等は把握できるものの、配偶者の有無が不明の場合には、データが実態とは異なり上振れ／下振れして

しまうことを避けるため、単身／夫婦いずれのデータにも含めず、分析の対象外とした。 

 

＜預貯金等の資産要件を満たさないデータ＞ 

預貯金等の要件を満たさない申請（単身の場合 1,000 万円以上、夫婦の場合 2,000 万円以上）は、

限度額認定を受けることができないが、このようなケースについては、申請自体を受理しない保険者と、

申請を受理した上で非該当として認定しないという手続きを踏む保険者とが存在する。後者の場合、

非該当者の情報についてもデータ化して保有している場合がある。 

本調査においては、限度額認定を受けている者の預貯金等の分布を把握することが目的であるため、

預貯金等の要件を満たさない申請については分析の対象外とした。 
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＜平成 30 年度申請分のデータ＞ 

平成 30 年度申請分のデータ抽出については、保険者に本調査へのデータ提出を依頼したタイミング

や保険者のシステムの仕様が異なること等から、保険者によってデータ集計対象期間（いつまでの申請

を集計データに含めるか）に若干の違いが生じた。また、同一保険者においても昨年度調査と本年度調

査での整合性を取ることが難しい場合が多かった。そのため、データの正確性を重視し、平成 30 年度

申請分のデータは分析の対象外とした。 

 

図表 集計項目別の保険者数（N）と限度額認定申請件数（n）の違い 

 

 

７） 分析用データの作成 

昨年度調査の提供データのうち単身 500 万円以上、夫婦世帯 1,000 万円以上と、本年度調査の提供

データのうち単身 500 万円未満、夫婦世帯 1,000 万円未満を統合し、分析用データを作成した。 

 

図表 分析用データの作成方法（概略図） 
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３． 分析結果 

申請件数全体の傾向（３箇年の推移、３箇年合計）と、属性情報（入所施設、年齢、性別、要介護度、

負担段階）別の内訳について結果を示す。特に本年度調査研究で明らかになった、単身の 400 万円未満、

夫婦世帯の 900 万円未満の内訳を中心に言及する。 

１） 全体の傾向 

（１） ３箇年の推移 

平成 29 年度においては、単身の場合、400 万円未満が 82.3%、300 万円未満が 76.9%、200 万円未満が

69.7%、100 万円未満が 58.0%、50 万円未満が 47.1%を占めている。一方、夫婦の場合は 900 万円未満が

82.0%、800 万円未満が 79.3%、700 万円未満が 76.2%、600 万円未満が 72.6%、500 万円未満が 68.5%、

400 万円未満が 64.1%、300 万円未満が 58.4%、200 万円未満が 51.6%、100 万円未満が 40.8%、50 万円

未満が 32.4%を占めている。 

1 保険者において平成 27 年度申請分を電子データで保有していなかったため、平成 27 年度のみ申請件

数が少なくなっているものの、累積割合の傾向は平成 28 年度、平成 27 年度もほとんど同じである。 

 

◼ 単身の場合 

図表 平成 29 年度 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布 
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図表 平成 28 年度 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布 

 
 

図表 平成 27 年度 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布 

 
 

  

6,018

21,663

6,042

3,836

2,708
2,284

1,804 1,653 1,335 1,180 1,091 982 860 877 764 728 696 682 724 644 553

10.5%

48.5%

59.0%

65.7%

70.5%

74.5%
77.6%

80.5%
82.9%

84.9%
86.9%88.6%

90.1%
91.6% 93.0%

94.2% 95.4%
96.6% 97.9%

99.0% 100.0%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

0

6,000

12,000

18,000

24,000

申
請
件
数
の
累
積
相
対
度
数
（
％
）

申
請
件
数
（
件
）

申請者（単身）の預貯金額等

n=57,124

実数

累積(%)

N=17

8,352

18,368

4,853

3,206

2,273
1,841

1,480 1,359 1,156 1,019 899 825 696 711 633 604 548 596 602 576 595

16.3%

52.2%

61.7%

67.9%

72.4%
76.0%

78.9%
81.5%

83.8%
85.8%

87.5%
89.1% 90.5%

91.9% 93.1%
94.3% 95.4%

96.5% 97.7%
98.8% 100.0%

0.0%

25.0%

50.0%

75.0%

100.0%

0

6,000

12,000

18,000

24,000

申
請
件
数
の
累
積
相
対
度
数
（
％
）

申
請
件
数
（
件
）

申請者（単身）の預貯金額等

n=51,192

実数

累積(%)

N=16



 

－ 9 － 

◼ 夫婦の場合 

図表 平成 29 年度 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布 

 

 

図表 平成 28 年度 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布 
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図表 平成 27 年度 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布 
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（２） ３箇年合計 

平成 27～29 年の３箇年合計で分布を見ると、単身の場合は 400 万円未満が 83.0%、300 万円未満が

77.8%、200 万円未満が 70.8%、100 万円未満が 59.5%、50 万円未満が 49.1%を占めている。 

一方、夫婦の場合は 900 万円未満が 83.0%、800 万円未満が 80.5%、700 万円未満が 77.4%、600 万

円未満が 74.1%、500 万円未満が 70.3%、400 万円未満が 65.7%、300 万円未満が 60.3%、200 万円未

満が 53.3%、100 万円未満が 42.9%、50 万円未満が 34.8%を占めている。 

◼ 単身の場合 

図表 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 

 

◼ 夫婦の場合 

図表 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 
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２） 属性別内訳 

（１） 入所施設別 

◼ 単身の場合 

単身の限度額認定申請者の預貯金額の分布を入所施設別に比較すると、限度額認定申請件数（n）

の少ない介護療養型医療施設では預貯金額の低い層の割合が他の施設に比べて僅かに高いが、申請時

の入所施設の違いによる大きな傾向の違いは見られない。概ね 400 万円未満が約 81%、300 万円未満

が約 75%、200 万円未満が 68%、100 万円未満が約 56%、50 万円未満が約 46%を占める傾向にある。 

 

図表 施設別 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 
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＜介護療養型医療施設＞ 

 

 

＜短期入所生活介護・短期入所療養介護 計＞ 
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◼ 夫婦の場合 

夫婦世帯も単身の場合と同様、限度額認定申請件数（n）の少ない介護療養型医療施設では預貯金額

の低い層の割合が他の施設に比べて僅かに高いが、申請時の入所施設の違いによる大きな傾向の違いは

見られない。 

概ね 900 万円未満が約 81%、800 万円未満が約 79%、700 万円未満が約 76%、600 万円未満が約

73%、500 万円未満が約 69%、400 万円未満が約 64%、300 万円未満が約 59%、200 万円未満が約 51%、

100 万円未満が約 41%、50 万円未満が約 33%を占めている。 

 

図表 施設別 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 
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＜介護療養型医療施設＞ 

 

＜短期入所生活介護・短期入所療養介護 計＞ 

 

＜施設区分不詳（施設未利用者も含む）＞ 
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（２） 年齢別 

◼ 単身の場合 

単身の限度額認定申請者の預貯金額の分布を年齢別に比較すると、100 歳以上は限度額認定申請件数（n）

が少ないため傾向が異なるものの、概ね年齢が高いほど預貯金額の低い層の占める割合が低い傾向にある。

特に 50 万円未満の割合において年齢別の差異が最も大きく、21.9 ポイントの開きがある（最も割合が低

いのは 90～94 歳で 44.1%、最も割合が高いのは 65～69 歳で 66.0%）。一方で 400 万円未満が占める割

合を見ると年齢別の差異は小さくなり、全ての年代において 80%以上の申請が含まれる（最も割合が低

いのは 85～89 歳および 90～94 歳で 81.0%、最も割合が高いのは 65～69 歳で 89.2%）。 

介護老人福祉施設は若年層や高齢層の限度額認定申請件数（n）がさらに少ないため異なる傾向が表れ

ているが、その他 70～94 歳の間では概ね年齢が高いほど預貯金額の低い層の占める割合が低い傾向に

ある（50万円未満で最も割合が低いのは 90～94歳で 43.5%、最も割合が高いのは 70～74歳で 56.2%）。 

図表 年齢別 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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◼ 夫婦の場合 

夫婦世帯についても単身と同様、限度額認定申請件数（n）の少ない 100 歳以上を除き、概ね年齢が

高いほど預貯金額の低い層の占める割合が低い傾向にある。特に 50 万円未満の割合において年齢別の

差異が最も大きく、19.3 ポイントの開きがある（最も割合が低いのは 95～99 歳で 23.2%、最も割合が

高いのは 40～64歳で 42.6%）。一方で 900万円未満が占める割合を見ると年齢別の差異は小さくなり、

全ての年代において 80%以上の申請が含まれる（最も割合が低いのは 100 歳以上で 80.0%、最も割合

が高いのは 40～64 歳で 85.6%）。 

介護老人福祉施設のみも施設全体と同様に、100 歳以上を除き、概ね年齢が高いほど預貯金額の低い

層の占める割合が低い傾向にある（50 万円未満で最も割合が低いのは 95～99 歳で 22.1%、最も割合が

高いのは 40～64 歳で 42.6%）。 

 

図表 年齢別 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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（３） 男女別 

◼ 単身の場合 

単身の限度額認定申請者の預貯金額の分布を男女別で比較すると、男性に比べて女性の方が預貯金額

の低い層の占める割合が低い傾向にある。350 万円未満において男性は 86.1%を占めているのに対して

女性は 8 割を下回る（79.5%）。 

介護老人福祉施設は全施設合計の傾向と同様に、350 万円未満において男性は全体の 82.2%を占めて

いるのに対して女性は全体の 8 割を下回る。 

 

図表 男女別 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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◼ 夫婦の場合 

夫婦世帯では、申請者の性別によらず世帯全体の預貯金等の金額を提示するため、申請者の性別によ

る分布の違いはほとんど見られない。 

 

図表 男女別 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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（４） 要介護度別 

◼ 単身の場合 

単身の限度額認定申請者の預貯金額の分布を要介護度別に比較しても、限度額認定申請件数（n）の

少ない「その他」を除き、要介護度の違いによる大きな傾向の違いは見られない。 

 

図表 要介護度別 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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◼ 夫婦の場合 

夫婦世帯についても単身の場合と同様、限度額認定申請件数（n）の少ない「その他」を除き、要介

護度によって預貯金額の分布の傾向に大きな違いは見られない。 

ただし介護老人福祉施設はさらに限度額認定申請件数（n）が少ないため、全施設合計に比べて差分

が大きい。 

 

図表 要介護度別 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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（５） 負担段階別 

◼ 単身の場合 

単身の限度額認定申請者の預貯金額の分布を負担段階別に比較すると、第一段階は 50 万円未満が

大多数で全体の 97.5%を占める。第二段階以降は概ね同じ傾向が見られるが、第二段階が第三段階・

第四段階以上に比べて預貯金額の低い層の占める割合が僅かに高い（50 万円未満の申請は第二段階

で 48.6%、第三段階で 40.8%、第四段階以上で 43.0%）。 

介護老人福祉施設は全施設合計の傾向と同様に、第一段階は 50 万円未満が大多数で全体の 93.8%

を占めており、第二段階以降は概ね同じ傾向だが、第二段階が第三段階・第四段階以上に比べて預貯

金額の低い層の占める割合が僅かに高い（50 万円未満の申請は第二段階で 49.0%、第三段階で 40.8%、

第四段階以上で 37.9%）。 

 

図表 負担段階別 限度額認定申請者（単身）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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◼ 夫婦の場合 

夫婦世帯についても単身と同じく、第一段階は 50 万円未満が大多数で全体の 97.9%を占める。第

二段階以降は概ね同じ傾向が見られるが、第二段階が第三段階・第四段階以上に比べて預貯金額の低

い層の占める割合が僅かに高い（50 万円未満の申請は第二段階で 32.7%、第三段階で 26.5%、第四段

階以上で 25.4%）。 

介護老人福祉施設は全施設合計の傾向と同様に、第一段階は 50 万円未満が大多数で全体の 96.3%

を占めており、第二段階以降は概ね同じ傾向だが、第二段階が第三段階・第四段階以上に比べて預貯

金額の低い層の占める割合が僅かに高い（50 万円未満の申請は第二段階で 33.4%、第三段階で 27.2%、

第四段階以上で 21.4%）。 

 

図表 負担段階別 限度額認定申請者（夫婦）の預貯金等の分布（３箇年計） 

＜全施設合計＞ 

 

 

＜うち、介護老人福祉施設＞ 
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Ⅲ．保険者が保有している介護老人福祉施設入退所者情報からの平均入所期間の算出 

１． 分析の目的 

１） 昨年度調査研究の結果と課題 

 平成 30 年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）「介護施設におけるサービス

利用者に関する調査研究」において、アクチュアリーによる保険数理分析により、介護老人福祉施設入所

者の平均入所期間の算出を行い、以下の点が明らかとなった。 

➢ 介護老人福祉施設の入所者（在所者）の、平均的な入所時年齢（男性 79.8 歳、女性 84.4 歳）の

際の平均入所期間は、全事由では男性 4.8 年、女性 6.9 年、死亡退所に限定すると男性 6.9 年、女

性 8.0 年である。 

➢ 入所者（在所者）の９割の人が入所している平均期間は、全事由では男性 10.9 年、女性 13.9 年、

死亡退所に限定すると男性 14.6 年、女性 15.1 年である。 

 昨年度調査では、「介護サービス施設・事業所調査」の利用者個票データを用い、入所時年齢別の平均

入所期間の算出を行った。しかしながら、「介護サービス施設・事業所調査」のデータからの分析では、

以下の課題があった。 

➢ 調査の実施が概ね３年ごとの実施、かつ、実施時期が毎回 10 月１日となっているため、データ

の連続性が欠けている 

➢ 調査項目に入所時の要介護度が含まれていないため、平均入所期間に影響を与えると想定され

る要介護度別の平均入所期間の算出ができない 

➢ 調査対象が、出生月が奇数（１月、３月、５月、７月、９月、11 月）の利用者となっているため、

データに偏りが発生する可能性がある 

 

２） 本年度調査研究の目的 

以上を踏まえ、本年度は、算出された結果の信頼性の向上のために、保険者が保有する入所時の要介

護度を含め、一定期間の毎月連続した退所者の情報取得することにより分析を行い、各保険者が保有す

るデータからの介護老人福祉施設入所者の平均入所期間の算出を行った。 

 

昨年度調査                 本年度調査                

【データ抽出元】 

「介護サービス施設・事業所調査」の利用者個票 → 

 

各保険者が保有している介護老人福祉施設の利用

者情報 

【調査対象】 

 平成 22 年、25 年、28 年の調査において調査年の 9 月

末日において出生月が奇数である介護老人福祉施設の

入所者 

 上記調査年において介護老人福祉施設の 9 月中に退所

した者 

→ 

 

 平成 30 年 12 月 1 日時点で介護老人福祉施設に入

所している全ての者 

 平成 28 年 1 月～平成 30 年 12 月の毎月の介護老人

福祉施設の全ての退所者 

【分析内容】 

 男女別・年齢別・退所事由別の平均入所期間の算出 → 

 

 男女別・年齢別・入所時の要介護度別の平均入所期

間の算出 
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２． 調査・分析の方法 

１） 調査対象 

昨年度調査の保険者のデータ保有状況に関する調査において、＜調査項目＞にある本調査に必要

なデータを保有している保険者を対象とした。 

 

２） 調査内容 

 本調査では、保険者が保有している利用者に関する情報を利用して分析を行った。 

  

＜調査項目＞ 

 本調査で各保険者から収集するデータは、Ａ）入所者に関する情報、Ｂ）退所者に関する情報の２

種類である。各保険者からは区切り文字をカンマとした CSV形式（文字コードは Shift-JIS）で収集

を行った。 

 

Ａ）入所者に関する情報（平成 30年 12月 1日時点で介護老人福祉施設に入所している全ての者3） 

 抽出項目 

✓ 通し番号：Ｂ）退所者に関する情報と名寄せをするための番号（10桁表記）で、被保険者 

     番号をもとに加工して作成。 

✓ 生年月日：西暦表記として、月日は各２桁、計８桁表記（スラッシュ、カンマはなし） 

     日が不明の場合は 99（例；19250199）、年月日すべて不明の場合は 99999999と 

     する。 

✓ 性別：男性の場合 1、女性の場合 2、不明の場合 9 

✓ 入所日：生年月日と同様、年を西暦とした８桁表記 

✓ 入所時要介護度：要介護１～５は要介護度に応じて 1～5、要支援の場合 6、 

        自立の場合 7、不明の場合 9 

 

Ｂ）退所者に関する情報（平成 28 年 1 月～平成 30 年 12 月の毎月の介護老人福祉施設の全退所者） 

 抽出項目 

✓ 退所年月：西暦表記として、６桁（YYYYMM）表記 

✓ 通し番号：Ａと同じ人を突合するための番号（10桁表記） 

✓ 生年月日：Ａと同様 

✓ 性別：Ａと同様 

✓ 入所日：Ａと同様 

✓ 入所時要介護度：Ａと同様 

✓ 退所日：生年月日、入所日と同様、年を西暦とした８桁表記 

✓ 退所事由：死亡退所の場合 1、その他の場合 2、不明の場合 9 

 

３） 調査期間 

令和元年６月 14日～８月 19日 

 

  

                                                   
3 短期入所生活介護利用者は除く 
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３． アクチュアリーによる保険数理分析 
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Ⅳ．まとめ 

１． 負担限度額認定申請者の預貯金等の額の実態把握 

昨年度調査においては、限度額認定申請を行った場合の預貯金等の金額の分布に関して、単身では 500

万円未満、夫婦世帯の場合は 1,000 万円未満が、申請全体の約 85％を占めることを明らかにした。 

本年度はその内訳について、以下の通りであることが判明した。 

○ 単身の場合は 400 万円未満が約 80%、200 万円未満が約 70%、100 万円未満が約 60%、50 万円

未満が約 50%を占める。（P.11） 

○ 夫婦世帯の場合は 800 万円未満が約 80%、500 万円未満が約 70%、300 万円未満が約 60%、150

万円未満が約 50%、50 万円未満が約 35%を占める。（P.11） 

 

これは、入所施設別、要介護度別にみても大きな違いは見られなかったが、年齢別、男女別、負担段階

別については、以下のような特徴が見られた。 

○ 申請時の年齢別にみると、限度額認定申請件数（n）の少ない 100 歳以上を除き概ね年齢が高いほ

ど預貯金額の低い層の占める割合が低い傾向にある。（PP.16-17） 

○ 男女別にみると、夫婦世帯では差が見られないが、単身の場合は男性に比べて女性の方が預貯金

額の低い層の占める割合が低い傾向にある（350 万円未満において男性は 86.1%、女性は 79.5%）。

（PP.18-19） 

○ 負担段階別にみると、第一段階は 50 万円未満が大多数で全体の約 97%を占める。第二段階以降は

概ね同じ傾向が見られるが、第二段階が第三段階・第四段階以上に比べて預貯金額の低い層の占め

る割合が僅かに高い。（PP.22-23） 

 

２． 保険者が保有している介護老人福祉施設入退所者情報からの平均入所期間の算出 

アクチュアリーによる保険数理分析の結果によれば、昨年度調査研究では、介護老人福祉施設の入所者

（在所者）の、平均的な入所時年齢（男性 79.8 歳、女性 84.4 歳）の際の平均入所期間は、男性 4.8 年、女

性 6.9 年であったが、本年度は、平均的な入所時年齢（男性：80.4 歳、女性：85.1 歳）の平均入所期間は、

男性 3.6 年、女性 4.9 年となった。（P.29） 

入所者（在所者）の９割の人が入所している平均期間は、昨年度調査研究では、男性 10.9 年、女性 13.9

年であったが、本年度では男性 8.0 年、女性 10.5 年となった。（P.29） 

入所時の要介護度別では、男性の平均的な入所時年齢（要介護度３：81.3 歳、要介護度４：80.5 歳、要

介護度５：79.3 歳）の平均入所期間は、それぞれ 3.9 年、3.5 年、3.1 年である。女性の平均的な入所時年

齢（要介護度３：85.6 歳、要介護度４：85.4 歳、要介護度５：84.0 歳）の平均入所期間は、それぞれ 5.8

年、4.8 年、4.2 年である。（P. 29） 

男性の入所者（在所者）の９割の人が入所している平均入所期間は、要介護度３が 8.9 年、要介護度４が

7.9 年、要介護度５が 7.1 年であり、女性の場合の平均入所期間は、要介護度 12.0 年、10.3 年、9.3 年であ

る。（P. 29） 
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